
(別表１）

対象施設等補助概要

整備区分 設置主体 補助金額等

・創設
・増築

社会福祉法人等

・創設 社会福祉法人等

社会福祉法人等

（医療法人を除く）

社会福祉法人（※3）

社会福祉法人等

・大規模修繕等
・スプリンクラー設備等整
備

社会福祉法人等

療養介護

社会福祉法人等

【補助金額の例】

・障害者施設整備
生活介護(創設：本体、利用定員20人以下、都市部）で対象経費が5,000万円の場合
　国庫補助基準額　6,950万円　　　対象経費　5,000万円×3/4＝3,750万円
　を比較して少ない方の額（3,750万円）が国・市合計の補助金額となります。
　この補助金額の内訳は、上記補助率のとおり
　国　3,750万円×2/3≒2,500万円　　市　3,750万円×1/3≒1,250万円
　となります。

・障害児施設整備
児童発達支援事業所（創設：本体、利用定員20人以下、都市部）で対象経費が5,000万円の場合
○国交付金額
　交付基礎額　交付基礎点数（48,796点）×1,000円＝4,879.6万円　　対象経費　5,000万円×1/2＝2,500万円
　を比較して少ない方の額（2,500万円）となります。
○市補助金額
  国交付金額×1/2＝1,250万円となります。

　補助対象施設等については、下の表のとおりです。

事業種別

・創設

主たる対象者が重症心身障害児である、
児童発達支援
放課後等デイサービス
福祉型児童発達支援センター

社会福祉法人等(※2) 【障害者施設】

１　創設補助金額

国庫補助基準単価と補助対象
経費（工事費及び工事事務
費）に３／４を乗じた額を比
較して少ない方の額

２　大規模修繕等

国が必要と認めた額と補助対
象経費（工事費及び工事事務
費）を比較して少ない方の額
に３／４を乗じた額

３　補助率（※4）

国：２／３
市：１／３

【障害児施設】

１　負担割合

国：１／２
市：１／４
設置主体：１／４

２　補助金額

国：交付基礎点数に1,000円を
乗じた額と交付対象経費に国
負担割合を乗じた額を比較し
て少ない方の額
市：国交付金額に１／２を乗
じた額

短期入所

・改築
・大規模修繕等
・スプリンクラー設備等整
備
・老朽民間社会福祉施設整
備
・応急仮設施設整備
・避難スペース整備

生活介護

自立訓練

就労移行支援

就労継続支援

障害者支援施設

就労選択支援

障害児入所施設

障害児通所支援施設等（※1）

・改築
・大規模修繕等
・応急仮設施設整備
・避難スペース整備（居宅
介護及び相談支援事業所を
除く）

居宅介護

社会福祉法人等

就労定着支援

自立生活援助

共同生活援助

相談支援事業所

　　　　2 土地の買収又は整地に要する費用

　　　　3 既存建物を買収に要する費用

　　　　4 職員の宿舎に要する費用

居宅訪問型児童発達支援

保育所等訪問支援

障害児相談支援事業

福祉ホーム

(※1）　障害児通所支援施設等とは、福祉型・医療型児童発達支援センター及び児童発達支援、放課後等デ
　　　　イサービスを実施する事業所等です。（福祉型・医療型障害児入所施設を除く）

(※2）　社会福祉法人等とは、地方税法の規定により固定資産税を課されない法人（社会福祉法人・医療法
　　　　人・公益社団法人、公益財団法人・特例民法法人・日本赤十字社等）・学校法人・ＮＰＯ法人・営
　　　　利法人・一般社団法人、一般財団法人等です。

(※3）　この欄の社会福祉法人とは、社会福祉法人又は日本赤十字社若しくは公益社団法人又は公益財団法
　　　　人です。

共同生活援助（日中サービス支援型）
※別表4参照

　　　　次の経費は補助対象外となり、設置主体の自己負担となります。

　　　　6 設備（施設の設計に影響を及ぼさない設備、施設に固着していない設備）

　　　　7 不動産登記関係手数料

　　　　8 各種申請手続費（電力会社、水道局、消防局等）

　　　　9 その他施設整備費として適当と認められない費用等（租税公課、道路占有料、借地料、各種保険
          費（雇用保険、労災、健康保険、住宅瑕疵担保責任保険、建設工事保険）、退職給付　等）

　　　　5 備品関係（机、椅子、パソコン等）

(※4）　補助対象外経費について

　　　　1 外構工事（建物以外の土地に固着している門、塀、舗装、造園植栽、外灯等）



(別表２）
障害者社会福祉施設整備の年間スケジュール(令和８年度～令和９年度）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月

　　　

※施設建設に農用地区域の除外申請が必要な場合は、R8年４月中旬までに市農政課に手続きが必要です。
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協議関係資
料提出

審査・調
査(市）

審査会
(市）

協議書提出
(国）

ヒアリン
グ

予算査定

(市）

入札 工 事 期 間選定業者相談

（法人→市）

業者報告 入札報告 契約報告 着工報告 進捗報告 完了報告

開始届

施設開所

・工事事務費
・本体工事費

・資金計画（初期及び運営）
・建設用地（開発許可、農地転用、排水、進入路）
・地域住民との調整
・運営計画（事業計画、職員体制、事業指定、報酬、工賃等）
・建物構想（群馬県意見書依頼）

関係所管課との協議

・指導監査課

・農政課、農業委員会、建築指導課

交付決定 補助

中間検査 完了検査

契
約

交付申請 実績報告国内示

・建設用地

(除外申請)

※

協議通知



１　工事又は製造の請負

契約予定額 入札等 作成書類

10万円以下
契約書または請書若しくは
省略

10万円超130万円以下 契約書または請書

130万円超700万円未満 一般競争入札または５者以上の指名競争入札 契約書

700万円以上 一般競争入札または１０者以上の指名競争入札 契約書

根拠

・前橋市契約規則　第15条、21条

・前橋市工事等入札契約事務取扱要領　第3条

２　物品購入

契約予定額 入札等 作成書類

10万円以下
一般競争入札、２者以上の指名競争入札または
見積合わせによる随意契約、若しくは見積合わ
せ省略による随意契約

請書または省略

10万円超50万円以下 請書

50万円超80万円以下 契約書

80万円超 一般競争入札または４者以上の指名競争入札 契約書

根拠

・前橋市契約規則　第15条、21条

・前橋市物品購入等契約事務取扱要領　第4条

３　工事事務費(設計費・工事監理費）

契約予定額 入札等 作成書類

10万円以下
契約書または請書若しくは
省略

10万円超50万円以下 契約書または請書

50万円超100万円未満 一般競争入札または３者以上の指名競争入札 契約書

100万円以上500万円未満 一般競争入札または４者以上の指名競争入札 契約書

500万円以上 一般競争入札または５者以上の指名競争入札 契約書

根拠

・前橋市契約規則　第15条、21条

４　その他

・前橋市役務等業務に係る契約事務取扱要領　第5条、6条、8条

　地方自治法施行令第１６７条の２第１項各号の規定に該当する場合は、上記契約予定額にかかわらず、
随意契約によることができる。その際、契約の相手方を特定する随意契約によるとき、見積書の徴取は前
橋市契約規則第１７条第１項ただし書の規定により１人とし、契約書または請書若しくは省略（契約予定額
による。）を作成するものとする。

※　国庫補助金等とは、国庫単独、国庫及び県費若しくは市費又は市費単独や民間公益補助の場合をい
う。なお、県費単独事業は、実施要綱等に定める入札契約手続とし、定めがない場合は社会福祉法人経
理規程による手続とする。又、社会福祉法人単独で施設整備を行う場合は、各社会福祉法人の経理規程
等に定める手続で取扱うこととする。

(別表3）

国庫補助金等による社会福祉施設等整備に関する入札契約等取扱基準（※）

一般競争入札、５者以上の指名競争入札または
２者以上の見積合わせによる随意契約

一般競争入札、３者以上の指名競争入札または
見積合わせによる随意契約

一般競争入札、２者以上の指名競争入札または
２者以上の見積合わせによる随意契約



別表4

令和９年度障害福祉関係社会福祉施設等施設整備費補助事業等に係る
共同生活援助の優先整備対象について

令和９年度障害福祉関係社会福祉施設等施設整備費補助事業等の要望調査につい
て、共同生活援助（グループホーム）の整備におきましては、市内の整備状況や厚生
労働省の整備方針などを踏まえ、下記の項目に該当する事業を優先する予定です。
該当する項目がある場合は、調査票の提出にあたり、該当する番号に〇（丸）を付け
てください。なお、事業内容を確認するために追加書類等の提出を求める場合があり
ますので、御承知置きください。

　
１ 建築基準法に基づく耐震基準に満たない施設等の耐震化整備（耐震化のための改
築、老朽化による改築等）を行うもの

２ 洪水浸水想定区域（水防法第十四条）等危険区域に所在する施設の安全を確保す
る観点から、入所施設等において水害対策のための大規模修繕及び移転改築等の
整備を図るもの

３ 国土強靭化地域計画に位置づけられている整備を行うもの

４ 地域生活支援拠点等として整備するもの

５ 強度行動障害者、長期入院精神障害者など障害のある方が地域の一員として安心
して生活できる環境作りのため整備を図るもの

６　整備後も用途を変えることなく、継続して共同生活援助事業を行うもの

７　整備した施設を売却、賃貸等を行わないもの

８　適切な人員配置に努め、手厚い支援を行うもの


